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平成 30年 5月 10日 

各 位 

会 社 名  日鉄住金物産株式会社  

代表者名 代表取締役社長  樋渡  健治 

（コード番号 9810  東証第一部） 

問合せ先 総務・広報部長  落合  伸昭 

（TEL 03-5412-5003） 

 

 

  

 このたび 2018年度～2020年度の中期経営計画を策定致しましたので、お知らせ致します。 

 “新たな社会的価値を生み出す企業グループを創造する”という目標を掲げ、2013 年 10 月に  

日鉄住金物産は誕生しました。以降、諸制度やシステムの統合等の経営基盤固めに取り組みつつ、

安定的な利益成長を図ってまいりました。 

今般、当社の企業理念や経営方針を具現化し、衣食住に関わる商品・サービスを提供する商社と

しての社会的責任を果たすとともに、次世代を担う人材の確保・育成や法令遵守等の経営基盤の強

化と、更なる成長を遂げるための戦略とアクションプランを中期経営計画としてとりまとめました。

引続き「鉄鋼」「産機・インフラ」「繊維」「食糧」の四つのコア事業を複合的に展開する商社として

幅広く社会に貢献し、バランスのとれた事業拡大に取り組んでまいります。中期経営計画の概要は、

以下の通りであります。 

１．基本方針 

(1) 経営基盤固めから更なる成長戦略へのシフト 

 新日鐵住金グループの中核商社であり、四つのコア事業を柱とする複合専業商社として、三井物

産グループからの鉄鋼事業の一部譲受けをはじめとする M&Aを含めた諸施策により国内外のバリ

ューチェーンの更なる強化・拡充に取り組み、各事業の流通再編において先駆的な役割を果たす

ことで、企業価値の持続的な成長を図ってまいります。 

(2) 社会・産業の変化に対応したサービスとソリューションの提供 

  各事業領域において、デジタル・イノベーションへの対応を図るとともに、新たな素材・調達先・

用途開発等に取り組み、お客様の効率化やマルチマテリアル化等の多様なニーズに応え、ビジネ

ス拡大を図ってまいります。  
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(3) 安心・安全・品質の追求と法令遵守の徹底 

 各事業領域において、製品の安心・安全・品質管理と社員の安全・健康に最優先で取り組むとと

もに、社会から信用・信頼される企業であり続けるため、法令遵守とリスクマネジメントについ

て、全グループ社員が自律的に行なう意識・風土作りに不断に取り組んでまいります。 

(4) 次世代を担う人材の確保・育成、「働きやすい職場」「働きがいのある仕事」の創造 

 次世代を担う多様な人材の確保に努め、各年代層での人材育成を強化するとともに、ワークライ

フバランスに配慮し、社員一人ひとりにとり「働きやすい職場」、「働きがいのある仕事」の創造

を目指してまいります。 

２．事業本部別施策 

(1)鉄鋼事業 ～未来を拓く志、Co-Creationの鉄事業 ～ 

新日鐵住金グループ並びに三井物産グループと戦略を共有する中で、顧客ニーズに即した調

達・物流・加工体制の強化によりバリューチェーンの更なる拡充を推進してまいります。また、

国内外の自動車、建材・インフラ分野等への総合的な対応力を高め、更なる成長が見込まれる

ASEAN・東アジアを COREゾーンと位置づけ、欧米・インド等でのプレゼンス拡大を図り、グロー

バル視点でのビジネス展開に取り組んでまいります。 

(2) 産機・インフラ事業  ～グローバル・ニッチトップ～ 

 マルチマテリアルや輸送機器関連、及びインフラ等の各分野において、製造、加工、品質管理、

保全等の付加価値向上に繋がる機能を提供するとともに現場力の更なる強化を図り、「グローバ

ル・ニッチトップ」を目指してまいります。具体的には、グローバルに展開しているヘッドレス

ト部品事業を含めた、タイ・メキシコ等での自動車部品事業や工業団地・発電事業等に注力いた

します。 

(3) 繊維事業  ～川中の価値再構築～ 

 主力のアパレル OEM･ODM事業において培った企画提案力や生産・物流・販売ノウハウを更に進化

させ、「川中の価値再構築（業界を牽引するソリューション ODMへの転換）」を目指してまいりま

す。そのために、イノベーション推進室の設置、AI活用による R&D機能の高度化、マスカスタマ

イゼーション*・スマートファクトリーなどの生産面での対応、IoT・EC販売・革新技術等への事

業投資等を推進してまいります。   *消費者の個別要望に量産方式の枠組みで対応すること 

(4) 食糧事業  ～フードバリュー・クリエーター～ 

 主力の輸入食肉事業において蓄積してきた業界知識や現場力、及び食の安全に対する先駆的な 

取り組みを基盤として、環境に配慮し、安心・安全を最優先に、新たな食の価値とソリューショ

ン（サービス）を顧客に提供する「フードバリュー・クリエーター」を目指してまいります。具

体的には、卸事業への投資により国内販売基盤を拡充するとともに、調達面ではサプライヤーと

の関係強化に取り組み、食のバリューチェーンを更に深化させてまいります。 
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３．投資計画・従業員 

① 事業投資及び設備投資は 500億円(3ヵ年累計）とし、各事業分野において M&Aを含む戦略投資

を積極的に検討・実行してまいります。 

② 柔軟な採用活動等により、次世代を担う多様な人材の確保に取り組んでまいります。 

４．定量目標 

三井物産グループの鉄鋼事業の一部譲受けをはじめとする M&Aを含めた諸施策により、事業規模

及び利益の持続的な拡大を図ってまいります。 

   

５．配当方針 

 平成 30年度より、配当方針として連結配当性向の目安を現行の「25%～30%」から「30%以上」 

に引き上げることといたします。 

 

 

 

以 上 

 

(注) 将来情報に関するご注意 

本資料に記載されている定量目標及びその他の将来予測に関する開示内容は、発表日現在の判断や、入手可能な

情報に基づくものであり、経済情勢や市場動向の変化等、様々な理由により変化する可能性があります。従い、

本資料は、記載された目標・予想の達成及び将来の業績を保証するものではありません。   

2017年度実績 2020年度目標

売上高 2兆623億円　 2兆8,000億円　

経常利益 351億円　 440億円　

親会社株主に帰属す
る当期純利益

217億円　 260億円　

自己資本比率 27.0％　 25～30％　

ネットD/Eレシオ 1.0倍　 1.0倍程度　

ROE 10.8％　 10％程度　


